
令和４年度第二次補正予算案（保険局関係）参考資料

厚生労働省 保険局

令和４年11月11日 第157回社会保障審議会医療保険部会 参考資料



１．マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けた取組（オンライン資格確認の用途拡大等の推進）・・・

２．診療報酬改定DX ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３．データヘルスの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４．システム改修等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

５．デジタル庁計上分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・

６．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・

２

５

６

１３

２５

２７

1



施策名：訪問診療等におけるオンライン資格確認等に係るシステム改修及び導入に係る財政支援

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等 ※（用途拡大システム改修：青点線、導入に係る財政支援：赤点線）

マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格確認等システムについて、用途拡大のための改修を行う。また、
訪問診療等におけるオンライン資格確認等の導入に係る財政支援を行う。

オンライン資格確認等システムを基盤として、現行の保険医療機関・薬局における外来診療等におけるサービス以外（訪問診療やオンライン診療等、健診実
施機関等）においても、保険資格情報等をオンラインで確認することができる仕組みを構築し、各施設が導入できるようにする。また、訪問業態（訪問診療・
訪問歯科診療・訪問服薬指導・訪問看護等）やオンライン診療を実施している医療機関・薬局、健診実施機関等において、令和６年４月からオンライン資格
確認を使用できるようにする必要があることから、医療機関・薬局、健診実施機関等におけるシステム改修等を行う。

※訪問診療やオンライン診療等に係るシステム改修とあわせて、マイナンバーカード機能のスマートフォンへの搭載に係る対応も行う。
職域診療所等におけるオンライン資格確認については、既存予算により構築する仕組みについて、外部連携テスト等の導入準備等を行う。
また、審査支払機関を介さずに行った保険診療に係る薬剤情報を収集するための仕組みの構築も行う。

【○マイナンバーカードと健康保険証等の一体化に向けた取組
（オンライン資格確認の用途拡大等の推進）】

② 対策の柱との関係

令和４年度第二次補正予算案 224億円
※用途拡大システム改修51億円、導入に係る財
政支援173億円

訪問診療等

外来診療等

オンライン診療等

健診実施機関等

訪問看護ステーション 職域診療所

様々な保険証利用

支払基金
・国保中央会

オンライン資格確認等
システム

資格情報等

医療保険者等
情報登録

照会

取得

［資格確認端末］

アプリケー

ションソフト

等

ネットワーク回線

医療機関等

［医療機関等
システム］

アプリケー

ションソフト

等

［顔認証カードリーダー］

［モバイル端末等］

● 実施主体 ： 未定（社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険中央会等を想定）

保険局医療介護連携政策課
保険データ企画室

（内線3228）
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施策名：オンライン資格確認システム等の計画支援及び周知広報支援経費

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格確認等システムについて、用途拡大のため
の周知広報支援を行う。

訪問診療等の新たに構築する仕組みについて、医療関係者等が円滑な作業や運用を行えるようにするため等の周知広報支援を行う。

【○マイナンバーカードと健康保険証等の一体化に向けた取組
（オンライン資格確認の用途拡大等の推進）】

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局医療介護連携政策課
保険データ企画室

（内線3228）
令和４年度第二次補正予算案 6.8億円

オンライン資格
確認の開始
/普及に
向けた対応

2020年度

プレ運用
▼本格運用開始（薬剤、レセ振含む）

2021年度 2022年度 2023年度

本格運用
▼概ね全ての医療機関に導入

訪問診療等
対応

(MNCスマホ搭
載含む)

開発・テスト・各種準備

調査研究 関係者調整 開発・テスト・各種準備

• 周知広報
• 定期レポート、WG運営等
• 現地調査、システム停止訓練
• 保険者対応

• 技術解説書/手引き

• 調査研究

• 周知広報
• 定期レポート、WG運営等
• 現地調査
• 利便性向上等の検討

• ベンダ向け説明会、業務課題検討
• 周知広報

• 公費負担医療等に係る検討
• 職域診療所への対応に係る検討
• 他機能（予約、会計等）と連携に
係る検討

• マイナンバーカードスマートフォン搭載
に係る検討 等

※関係者調整含む

その他検討

各種検討

• 周知広報
• 定期レポート、WG運営等
• プロジェクト管理
• さらなる利便性向上等の検討
• 国民の利用習慣化施策の検討

• 導入状況管理支援、業務課題検討
• 周知広報

• 健診実施機関等の導入状況管理
支援

• 職域診療所への対応に係る検討
• さらなるオンライン資格確認基盤の活
用に向けた調査検討

• マイナンバーカードスマートフォン搭載
に係る検討 等

※関係者調整含む
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施策名：マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴うシステム改修等

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

マイナンバーカードと健康保険証の一体化を加速し、２０２４年秋の健康保険証廃止を目指すため、その実現
に向けたシステム改修等を行う必要がある。

各保険者が導入しているシステム等において、マイナンバーカードと健康保険証の一体化を加速し、２０２４年秋の健康保険証廃止を
目指すための所要の機能を追加する。また、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に係る周知広報等を行う。

システム改修等の実施により、各保険者におけるマイナンバーカードと健康保険証の一体化に係る事務を円滑に進めることができ、
ひいては国民のマイナンバーカードの保険証利用の促進を図ることができる。

令和４年度第二次補正予算案 56億円

保険局国民健康保険課、保険課、高齢者医療課
医療介護連携政策課保険データ企画室

医療費適正化対策推進室
（内線3256）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

マイナンバーカードと健康保険証の一体化を加速し、２０２４年秋の健康保険証廃止を目指すための対応として、各保険者が導入して
いるシステム（市町村事務処理標準システム、国保総合システム、広域標準システム等）について、各保険者（市町村国保、広域連合、
協会けんぽ、健康保険組合）で、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う所要のシステム改修を行う。また、被保険者（国民）
や医療機関等に対し、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に係る周知広報等を行う。

【○マイナンバーカードと健康保険証等の一体化に向けた取組
（オンライン資格確認の用途拡大等の推進）】
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施策名：診療報酬改定DXに係る対応

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

医療分野でのＤＸを通じたサービスの効率化・質の向上を実現することにより、国民の保健医療の向上を図る
とともに、最適な医療を実現するための基盤整備を推進。

診療報酬改定DXについては、デジタル人材の有効活用やシステム費用の低減等の観点から、デジタル技術を利活用して、診療報酬
やその改定に関する作業の大幅な効率化を図るもの。

共通算定モジュールの導入と診療報酬改定の円滑な施行により、診療報酬改定に際し個々のベンダや大病院等が行っているソフト
ウェア改修等の負担が軽減され、デジタル人材の有効活用やシステム投資の効率化が図られる。

保険局保険課
（内線3249）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

令和４年度第二次補正予算案 8.9億円

デジタル人材の有効活用やシステム費用の低
減等の観点から、以下の取組による「診療報酬
改定ＤＸ」を推進。

①共通算定モジュールの導入
②診療報酬改定の円滑な施行

①共通算定モジュールの導入

②診療報酬改定の円滑な施行
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施策名：第４期医療費適正化計画の見直しに伴うシステム改修に要する経費

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

特定健診・保健指導の実施データは、厚生労働省で効果の検証・分析を行うため、保険者が法律に基づき厚
生労働省に報告を行うことになっている。システムの整備は、効果的な特定健診・保健指導の実施により、健
康寿命の延伸に資するものである。
令和６年度から開始する第４期（令和6年度～11年度）医療費適正化計画の実施に対応して、支払基金等では、
令和5年度中に、健診システム等の改修を行うことが必要であり、これに必要な経費を補助する。

第４期（令和6年度～11年度）医療費適正化計画の実施に対応するために、特定健診・特定保健指導の実施データを報告するシステ
ム等の改修を行う。

保険局医療介護連携政策課
医療費適正化対策推進室

国民健康保険課、高齢者医療課
（内線3383、3259、3229）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

令和４年度第二次補正予算案 42億円
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施策名：40歳未満の事業主健診情報の活用に向けたシステム改修について

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

健康保険法等が改正され、労働安全衛生法等による事業主健診の情報を、保険者が保健事業で活用できる
よう、事業者に対し被保険者等の健診情報を求めることを可能とする等、保健事業における健診情報等の活
用促進するためのシステム改修を行う。

40歳未満の事業主健診情報について、マイナポータル等を通じて自身の保健医療情報として確認可能とするため、当該情報を保険
者に集約し、保険者から支払基金等に登録するためのシステム改修を行う。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局医療介護連携政策課
医療費適正化対策推進室

（内線3383）
令和４年度第二次補正予算案 9.7億円
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施策名：40歳未満の事業主健診情報のシステム改修及び第４期医療費
適正化計画の見直しに伴うシステム改修対応支援

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

40歳未満の事業主健診情報のシステム改修及び第４期医療費適正化計画の見直しに伴うシステム改修に係
る工程管理を支援する。

40歳未満の事業主健診情報のシステム改修及び第４期医療費適正化計画の見直しに伴うシステム改修に係る工程管理を支援する
ため、全体総括管理、進捗管理、課題・リスク管理等を行う。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局医療介護連携政策課
医療費適正化対策推進室

（内線3383）
令和４年度第二次補正予算案 1.7億円

①全体総括管理 ・プロジェクト全体の総括管理を支援
・厚労省・ベンダーを対象とした会議等の企画・開催・運営の支援、課題に関するベンダー等との協議・調整

②進捗管理 ・各システムの開発等プロジェクトの「計画策定」「実行・予定実績評価」「対応策実施」の状況について、定期的な会議体（進捗会議等）で評
価・モニタリング
・システム横断的な対応が求められる連携テストや移行等においては、早期にシステム間の意識あわせが行えるよう、全体計画の策定支援や調整
支援を実施

③課題・リスク管理 ・課題・リスクの管理基準案を作成
・リスクの検知
・ベンダーが策定・実施する対応策や再発防止策の確認・監視・指摘

④品質管理 ・品質管理基準案を作成
・ベンダーが提示する品質評価資料に対して、確認・指摘（目標と実績の比較確認等）

⑤成果物・変更管理 ・リリース判定時の納品物の網羅性をベンダーが担保していること等や、システム資産の変更が発生した場合の変更プロセスについて、状況を確認
し、課題管理や消込状況を確認・指摘

⑥セキュリティ管理 ・厚労省のセキュリティ管理に係る規定等に沿って、開発が進められているかを確認・是正

⑦障害管理 ・ベンダーが提示する根本原因・再発防止策の内容等を課題化して課題管理し、消込状況を確認・指摘

⑧コミュニケーション管理 ・各ステークホルダーのコミュニケーション（会議やメール等）のルール等を定義し、円滑なコミュニケーションを支援

⑨工程完了判定 ・各開発工程の完了時や稼働前において、次工程突入や稼働を迎えて問題ないかをチェックリスト等で確認し判定支援を実施

⑩その他支援 ・議事録等ドキュメント作成や各種助言等の支援を実施
8



施策名：40歳未満の事業主健診情報の活用に関する医療保険者等への
周知広報事業に要する経費

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

2021年10月からオンライン資格確認等システムを活用した、特定健診データ等の保険者間引継ぎ及びマイナ
ポータル・医療機関等での確認可能となっている。今後、令和５年度中に特定健診の対象者以外の者（40歳

未満の者）の事業主健診の情報を保険者に集約し、マイナポータル等を通じて本人が確認可能となるため、事
業主等に対し周知広報等行い、広く認知・活用してもらうことを目的とする。

40歳未満の事業主健診情報について、令和5年度中にマイナポータル等を通じて自身の保健医療情報として確認可能とするためのシ
ステム改修を進めており、事業主健診情報の活用に関する保険者等への周知広報を行う。

また、事業主健診情報を取得しにくい協会けんぽや総合健保組合等が事業主健診情報を取得し、保健事業への有効活用を支援する
モデル事業を行う。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局医療介護連携政策課
医療費適正化対策推進室

（内線3383）
令和４年度第二次補正予算案 1.4億円

事業主
事業の概要等

【事業概要】
（１）医療保険者等・医療機関等（健診機関含む）・国民へ向けて周知広報業務を行
い、幅広く事業主健診情報がマイナポで確認できることを認知・周知させる。
（例）
・ポスター、パンフレット等作成配布
・WEB用素材制作
・メディア等への周知用資料
※事業主向けの周知広報業務は安衛部対応

（２）協会けんぽや総合健保組合等が事業主健診情報を取得し、保健事業への有効活
用を支援するモデル事業を行い、報告書を作成する。

医療保険者
医療機関等

国民
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施策名：レセプト・健診情報等を活用したデータヘルスの推進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

レセプトデータ等を活用した予防・健康づくりへの取組やデータヘルス、保健事業に取り組む保険者
を支援するため、データヘルス計画における共通評価指標の整備及び集計アプリ開発を含めたデータ
ヘルス・ポータルサイトの改修や、今後表示項目の変更・拡充等がされていく健康スコアリングレ
ポートの作成のためのスコアリングシステム改修を行う。

健康保険組合のデータヘルスの取組が促進され、効果的・効率的な保健事業の実施に寄与する。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局保険課
（内線3173、3544）令和４年度第二次補正予算案 1.2億円

データヘルス計画の共通指標に関する集計アプリの開発

データヘルス・ポータルサイト
データヘルス計画の円滑な運営を支援することを目的に開
設。健保組合は、ポータルサイトを活用して、計画策定お
よび評価・見直しを実施。

データヘルス計画の標準化に向けて、共通の評価指標の拡充
を行い、各組合の数値についてはNDBから抽出・集計した上
で、データヘルス・ポータルサイトへプリセットする方針。
この集計を行うアプリについて開発を事業者へ委託する。

※「経済財政運営と改革の基本方針2021」 において、保険者が策
定するデータヘルス計画の標準化推進が掲げられており、 「経済
財政運営と改革の基本方針改革工程表2021」においては、当該計
画の標準化の進展にあたり、保険者共通の評価指標やアウトカム
ベースでの適切なＫＰＩの設定を推進することを掲げられている。

CheckAction

Plan Do

データヘルス・ポータルサイトに蓄積される健康課題や保健事業の実
績データをもとに、個別の健康課題に応じた効果的な保健事業のパ
ターン化（標準化）についての検討を踏まえ、令和６年から始まる第
３期データヘルス計画に向けたデータヘルス・ポータルサイトのシス
テム改修を行う。

※「経済財政運営と改革の基本方針2021」 において、保険者が策定する
データヘルス計画の標準化推進が掲げられており、補助を通じた支援が必要。

保険者と事業主が連携して行う「コラボヘルス」の取組によって、よ
り一層データヘルスや保健事業の取組が深化するよう、健康スコアリ
ングレポートにおける効果的な表示内容等についての検討を踏まえた
スコアリングシステムの改修を行う。

※2022年度の「新しい資本主義実行計画工程表」において、企業・保険者連
携での予防・重症化予防・健康づくり（コラボヘルス）の取組を一層深化させ
るため、健康スコアリングレポートの表示項目の追加や効果的な表示方法を検
討することを掲げられており、継続して実施する。

健康スコアリングレポート
各健保組合の加入者の健康状態や医療費情報等に
ついて、全健保組合平均や業態平均と比較した
データを「見える化」したもので、保険者と事業
主のコミュニケーションツールとなる。

データヘルス･ポータルサイト及びスコアリングシステムの改修
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施策名： （高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の全国的な横展開事業）
一体的実施・KDB活用支援ツール（事業評価分析）の開発

① 施策の目的・概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進には、KDBシステム等を活用し、地域の健康課題の適切な分析・見える化、

データ分析に基づく保健事業の企画、対象者抽出を含む効果的な事業展開（評価指標の標準化）等を実施していくことが求めら
れるが、KDBの活用においては、KDBシステムの機能の理解、データの活用等が課題として挙げられている。
・「一体的実施・KDB活用支援ツール（事業評価分析）」を開発し、第３期データヘルス計画策定に向けた現状把握・事業評価等を
可能とし、業務の簡素化・標準化を図り、広域連合・市町村における一体的実施の推進を支援する。

事業評価分析ツール等を開発することで、課題把握や課題解決をシステム上で簡便に行えるようになり、広域連合・市町村の業務の
効率化、ＰＤＣＡ支援及び全国的な保健事業データの蓄積・共有が図られる。

令和４年度第二次補正予算案 14百万円

保険局高齢者医療課
（内線3190）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

● 実施主体
国民健康保険中央会
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施策名：外来医療、在宅医療、リハビリテーション医療の影響評価に係る調査

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

外来医療、在宅医療及びリハビリテーション医療について、令和４年度診療報酬改定により新設されたデータ
提出に係る評価に基づき、調査を実施することで、診療の実態及びその影響の把握・検証が可能となり、デー
タに基づく適切な評価を実施することができる。

令和４年度診療報酬改定において、外来医療、在宅医療及びリハビリテーション医療について、データに基づく適切な評価を推進する観点から、生活習慣
病管理料、在宅時医学総合管理料、疾患別リハビリテーション料等を算定する場合におけるデータ提出に係る新たな評価を行うとされたところ。

本事業は、外来医療、在宅医療、リハビリテーション医療の影響評価のために必要なデータを得ることを目的とした調査を実施するとともに、当該調査により
収集したデータを集計・分析し、医療機関の機能や役割を分析・評価を行う。（当該事業の調査結果は中央社会保険医療協議会でも議論・検討する。）

本事業において、保険医療機関から提出されるデータを用いて分析したデータを用いて、診療の実態及びその影響の把握・検証が
可能となり、データに基づく適切な評価を実施できる。（医療費の適正な設定、支出に繋がる。）

令和４年度第二次補正予算案 2.5億円

保険局医療課
（内線3155）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係
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施策名：レセプト審査事務効率化のためのシステム改修経費（国保総合システム改修）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

現行の国保総合システムは、令和5年度末に保守期限を迎えるため、システム更改が必要となる。更改にあ

たっては、審査支払機関改革の中で、「支払基金と国保中央会等の双方の審査支払業務が整合的かつ効率
的に機能することを実現する。」とされており、その実現に向けたシステム改修を行う。

国民健康保険団体連合会が診療報酬の審査支払等を行うための国保総合システムについて、社会保険診療報酬支払基金との審査
基準の統一化や審査システムの整合的かつ効率的な運用を実現するため、令和３年３月に策定した「審査支払機能に関する改革工
程表」に基づき、令和６年度の次期更改に向けたシステム改修を行う。

審査システムの整合的かつ効率的な運用が実現することにより、国民への平等な医療サービスの提供に資することになる。

【○整合的かつ効率的な審査支払機能の運用に向けた国保総合システムの整備】

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

令和４年度第二次補正予算案 57億円

保険局国民健康保険課
高齢者医療課

（内線3259、3229）
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施策名：国保保険者標準事務処理システムの機能改善等に要する経費

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

国保法等の改正に伴い、平成３０年度以降、都道府県は市町村とともに国民健康保険事務を行うことから、国
主導で、市町村等が行う国保事務の効率的な執行等を支援するための国保保険者標準事務処理システムの
開発を行ったが、円滑な事務処理を実施するため制度改正等に要する経費を補助する。

・制度改正や機能改善によるシステム改修を行う。
・国保情報集約システムの機器更改を行う。

・標準化法に基づき、公開された市町村事務処理システムの標準仕様書に対して準拠するための対応を行う。また、標準仕様書の改
訂版の作成・公開を行う。

各市町村等が個別でシステム改修を行うより、国保保険者標準事務処理システムを導入し、一括でシステム改修することにより、大
幅な費用削減が見込まれる。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局国民健康保険課
（内線3265）令和４年度第二次補正予算案 27億円
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施策名：後期高齢者医療広域連合電算処理システム機器更改

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

現行標準システムの機器等は、令和5年度末に保守期限を迎えるため、システム更改が必要となるため、「政
府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」（令和3年3月30日 各府省情報化統括責任
者（CIO）連絡会議決定）での「クラウド・バイ・デフォルト原則」に沿って、システム更改に合わせてクラウド化対
応を実施する。

○開発期間は、令和４年４月１日から令和６年３月31日までとし、令和６年４月までに全国広域連合で次期標準システムが本稼働する。
○令和４年度では、クラウドリフト対応及び機能改善を行う。また、現行標準システムのバッチ処理で使用しているCOBOL言語につい

ては、開発に関わる人材の確保やシステムの維持について他の汎用的なプログラミング言語と比較してコストがかかるなどの観点
を踏まえ、他言語への変換を行う。

○令和５年度では、次期標準システムにおける処理時間の延伸を防ぐための性能対策等を行う。また、広域連合において、令和６年４
月までの次期標準システムの本稼働に向けたクラウド化対応、運用テスト、データ移行及びシステム切り替えを行う。

本システムのクラウド化により、性能改善、柔軟な拡張性、クラウド事業者が管理するサービスの活用による運用負荷軽減等が期待
でき、後期高齢者医療保険制度の円滑な事業運営への効果が期待できる。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局高齢者医療課
（内線3229）令和４年度第二次補正予算案 25億円

国保中央会

広域連合

令和５年度 令和６年度

クラウドリフト対応・機能改善
COBOL言語の他言語変換

クラウド化対応・運用テスト・データ移行・
システム切り替え

令和４年度

性能対策
広域連合でのシステム移行支援

本稼働

●実施主体：国民健康保険中央会、後期高齢者医療広域連合
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施策名：訪問看護レセプト電算処理システム整備事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

令和6（2024）年度開始予定の訪問看護療養費のレセプト電子化に向け、審査支払機関のレセプト電算処理シ

ステム等の構築を行うもの

高齢化の進行に伴い、訪問看護ステーション等の事業所数とレセプト件数は大幅に増加しているが、訪問看護療養費のレセプトは紙
媒体による請求となっている。令和6（2024）年度に本格運用を予定している訪問看護療養費のレセプト電子化に向け、訪問看護事業
者からの請求の受付・審査等のための審査支払機関におけるレセプト電算処理システム等の構築を行う

訪問看護レセプトを電子化することにより、審査支払機関及び訪問看護ステーション等の業務の効率化やコスト削減だけでなく、レセ
プト情報・特定健診等情報データベース（NDB）に収載されることで、今まで悉皆データがなかった医療保険の訪問看護レセプトにつ
いて、介護保険サービスと合わせた訪問看護全体の分析が可能になり、地域医療や在宅医療の実態把握と推進につながる

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

令和４年度第二次補正予算案 21億円

保険局医療介護連携政策課
保険データ企画室

（内線3387）

訪問看護レセプト電算処理システム整備事業

紙レセプトのスキャ
ン・タイプ

保険医療機関

居宅

訪問看護
ステーション

審査支払機関 保険者

訪問看護の流れ

医師

「訪問看護指示書」交付

訪問
看護訪問

診療

利用
料

請求
（紙）

支払基金・国保連
看護師、保健師、助産師、
准看護師、理学療法士、

作業療法士 等

請求

訪問看護療養費訪問看護療養費

全国健康保険協会・健
康保険組合・市町村国
保・後期高齢者 等利用者（患者）

この部分の請求方法（紙→電子）変更を進める
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施策名：次期ＫＤＢシステム更改のための国保データベースシステム改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

現行のＫＤＢシステムは、令和5年度末に保守期限を迎えるため、システム更改が必要となる。更改にあたって
は、「更なるデータヘルス改革及び保健事業の推進」を目的として、現行システムへの課題に対応し、 「デー
タ・機能の充実」及び「コスト最適化」を実現するため、ＫＤＢシステム本体の整備・最適化を行う。

ニーズの多様性から生じている現行ＫＤＢシステムへの課題に対応するため、収載データの拡大・データクレンジング、ＤＢの複雑性
の解消やクラウド化を実施する。

システム改修の実施により、更なるデータヘルス改革及び保健事業の推進が期待できる。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局国民健康保険課
高齢者医療課

（内線3259、3229）
令和４年度第二次補正予算案 12億円

○ 次期KDBシステム更改においては、「更なるデータヘルス改革及び保健事業の推進」を目的として、「データ・機能の充実」及び
「コスト最適化」を実現するため、現行KDBシステムに係る主要な課題及び対応方針を踏まえ、「Ⅰ.KDB本体の整備・最適化
（以下の赤枠点線）」を行うものである。
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施策名：流行初期医療確保措置に伴う保険者間の財政調整システムの改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

感染症法等の改正案が成立した場合、新たに創設される流行初期医療確保措置に係る各保険者の負担につ
いて、通常の医療に係る負担と同様の財政調整を行うことにより、保険者間の負担の不均衡を是正するもの。

感染症発生・まん延時における確実な医療の提供を行うため、初動対応等を含む特別な協定を締結した医療機関に対して講じる財政的な支援（流行初期
医療確保措置）に係る各保険者の負担について、通常の医療に係る負担と同様の財政調整を行うためのシステム改修を行う。

流行初期医療確保措置に係る各保険者の負担について財政調整を行うことにより、保険者間の負担の不均衡を是正し、ひいては感
染症流行期における医療提供体制の整備が図られるとともに、適切な医療の確保を図る。

令和４年度第二次補正予算案 5.7億円

保険局高齢者医療課
（内線3194）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

① 都道府県から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

② 各保険者から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

③ 審査支払機関から「特別な協定を締結した医療機関」に対し、支給対
象月の２か月後に支払

④ 都道府県の支払い額の一定割合を国が負担

平時（流行前）、流行初期、診療報酬上乗せ・補助金充実後（流行初期以降）
における「特別な協定を締結した医療機関」の収入（イメージ）

流行初期医療確保措置の支払いスキーム（イメージ）

平時（流行前） 流行初期
診療報酬上乗せ・補助金
充実後（流行初期以降）

診療報酬
（自己負担分を含
む。以下同じ。）

一
般
医
療

診療報酬

一
般
医
療

感
染
症
医
療

流行初期医
療確保措置

診療報酬

一
般
医
療

診療報酬
上乗せ

感
染
症
医
療

補助金
公費

保険財源

診療報酬
診療報酬

｢特別な協定を締
結した医療機関｣

審査支払
機関

被用者
保険者

国保
保険者

後期高齢
広域連合

③支払

国
④一定割合

を負担

②支払

都道府県
①支払

保険者間の
財政調整を

実施
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施策名：公金受取口座への対応

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

公金受取口座を活用した公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する
法律（令和3年法律第38号）に基づき、公金受取口座の活用について対応するために、後期高齢者医療広域
連合電算処理システムの改修を行う。

標準システムに登録されている公金受取口座を使用し、円滑に給付金を支給するため、「公金受取口座が登録された対象者について
支給前に対象口座が変更となっていないか、一括で中間サーバ（内閣府）に照会、チェックする機能の追加」等を行う。

公金受取口座を活用した各種支給業務の円滑化や、特別な 給付要件が発生した際の被保険者への円滑な給付金振込を可能とす
ることで、後期高齢者医療保険制度の円滑な事業運営への効果が期待できる。

令和４年度第二次補正予算案 4.2億円

保険局高齢者医療課
（内線3229）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係
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施策名：新G-Netへの移行に伴う医療保険者等中間サーバー改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

現行G-Net（政府共通NW）から新G-Netへ切替が予定されていることから、業務継続のため、医療保
険者等中間サーバーに係る改修を行う。

新G-Netへの切替により、ドメインやIPアドレス等が変わることにより、統合NWや接続する各個別システムでの設定変更作
業が発生するため、医療保険者等向け中間サーバーについても、システム改修を行う必要がある。

医療保険者等向け中間サーバーの改修を行うことにより、業務を継続して行うことが可能となる。

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険局保険課
（内線3249）令和４年度第二次補正予算案 1.2億円

情報提供
サーバー

情報提供NWS
インターフェイスシステム

医療保険者等向け中間サーバー等

J-LIS

住基ネット 厚労省統合NW

現行G-Net 新G-Net

情報提供NWS

・ネットワークアドレス帯の
変更
・ドメインの変更 等
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施策名：自治体システム標準化に係る対応

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

「新経済・財政再生計画改革工程表2019」（令和元年12月19日経済財政諮問会議決定）及び「デジタル・ガバ
メント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定）を踏まえ、対象となる関係府省所管の事務における業務プロ
セス・情報システムの標準化を円滑に進める必要がある。後期高齢者医療制度においては、後期高齢支援シ
ステムの標準化を実施する。

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月閣議決定）では、標準化対象業務について、令和７年度までに標準化基準に
適合した情報システムへ移行することが求められている。本事業では、自治体がこれらの方針に遅延することなく対応するために、
追加の検討対応等を行い、標準仕様書（第1.0版）の改版対応を行う。

標準仕様を活用することで、調達プロセスの大幅な効率化及びカスタマイズの抑制やコストの削減等の効果が期待できる。

令和４年度第二次補正予算案 1.1億円

保険局高齢者医療課
（内線3229）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

標準化の
検討対象部分
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施策名：出産育児一時金引き上げに伴う国保総合システム等改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

出産育児一時金については、出産時の経済的負担の軽減を図るため、一時金増額の議論が進められており、
予算編成過程の中で決定される予定である。

市町村保険者等や医療機関等がこれに対応できるよう、国保中央会が開発している国保総合システム等の改
修を行う。

出産育児一時金については、退院時の窓口負担を軽減するために、直接支払制度（出産育児一時金の請求と受取を被保険者に代わって、医療機関等が
行う制度。）が導入されている。国保中央会においては、直接支払制度を円滑に運用するために出産育児一時金請求用ソフトを開発し、医療機関等に配布
している。
出産育児一時金の増額に対応する請求用ソフトを改修し、また、国保総合システムにおいて、請求内容のチェック等に必要な改修を行う。

本システム改修により、出産育児一時金の直接支払制度の円滑な運用が実施でき、窓口負担の軽減を図ることができる。

令和４年度第二次補正予算案 47百万円

保険局国民健康保険課
（内線3259）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

＜支給額変更による改修概要＞
〇出産育児一時金請求用ソフト

医療機関等が請求データ作成時、出産日ごとに対応した上限額以下
の金額かどうかのチェックの改修。
〇国保総合システム（出産育児一時金等管理）

・請求情報のチェック
請求された金額の妥当性チェックの改修。

・差額支給一覧の作成
請求金額が上限額未満の時に差額を掲載した帳票を作成する機

能の改修。
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施策名：特別審査対象範囲見直しのための国保総合システム改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

国保中央会に設置している国民健康保険診療報酬特別審査委員会において審査する、高額な診療報酬請求
書（レセプト）の対象範囲が、令和5年4月審査から見直されることにより、これに対応するために必要なシステ
ム改修を行う。

高額レセプトの適正化、全国審査の標準化、高度専門的な審査の効率化の観点から、厚生労働大臣が定める著しく高額なレセプトについては、国保中央会
に設置されている国民健康保険診療報酬特別審査委員会において、審査を行っている。（対象レセプトは、国民健康保険、後期高齢者医療制度のもの。）
特別審査委員会における専門的審査の集約の重点化・効率化を進めるため、令和5年4月審査から厚生労働大臣が定める著しく高額なレセプトの範囲が見
直されるため、この見直し等に必要なシステム改修を行う。

本システム改修により、特別審査委員会における専門的審査の集約の重点化・効率化を行うことができる。

令和４年度第二次補正予算案 47百万円

保険局国民健康保険課
高齢者医療課

（内線3259、3229）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

・令和4年度（2022年度）は、アプリケーション設計・開発、
試験を行う。
令和5年度（2023年度）は、現在開発中の次期国保総合

システムにこれらの機能を取り込んで実装する予定。

・国保連合会において対象レセプトを抽出するため
ロジックの改修を行う。
また、特別高額医療費共同事業で対象データを利用できる
よう、国保連合会から国保中央会にデータを抽出し送信
するための改修を併せて実施する。
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施策名：入管庁対応に伴う国保総合システム改修

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

医療費適正化の観点から、出入国在留管理庁から「国民健康保険適用の在留資格（中長期在留等）から適用除外となる在留資
格（特定活動（医療を受ける活動）等）に変更となった外国人の情報」を自治体に提供し、対象者の資格喪失事務を実施するため
に必要なシステム改修を行う。

令和３年地方分権改革に関する提案事項として、「国民健康保険適用の在留資格（中長期在留等）から適用除外となる在留資格（特定活動（医療を受ける
活動）等）に変更となった外国人の情報」について、出入国在留管理庁から情報提供を行うことを要望されている。対象者の資格喪失を実施し、医療費適
正化を図るため、「国民健康保険適用の在留資格（中長期在留等）から、適用除外となる在留資格（特定活動（医療を受ける活動）等）に変更となった外国
人の情報」を市区町村へ連携可能とするよう、国保総合システムの改修を行う。

本システム改修により、国民健康保険の加入対象でない在留外国人への資格喪失届の勧奨が可能になり、医療費適正化を図るこ
とができる。

令和４年度第二次補正予算案 18百万円

保険局国民健康保険課
（内線3259）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係
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施策名：データヘルス分析関連サービスの構築に向けた整備
（医療・介護データ等の解析基盤）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）や介護保険総合データベースなど健康・医療・介護情報を
連結・解析する環境を整備・拡充し、研究者や民間事業者など幅広い主体への提供等を行う

厚生労働省では、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、レセプト情報（2009年度分以降）と特定健診等情報（2008年度分以降）を匿名化したデータを
保険者等から収集し、「レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ：National Data Base）」に収載するとともに、2011年度以降、行政機関や公益的な
研究を行う者にデータ提供を行っている。
ＮＤＢデータの利活用については、骨太の方針（令和4年6月7日閣議決定）における医療DXの促進を踏まえ、各分野においてますます重要性が高まっており、
必要な機能改修等を実施し、データヘルス分析関連サービスの推進を図るものとする。

令和４年度第二次補正予算案 7.7億円
※デジタル庁計上分

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

保険者
NDB

厚生労働省
保険医療機関・薬局

特定健診
等データ

請求

レセプト

登録

保険診療

特定健診・保健指導

匿名化して
収集

審査支払機関
（支払基金・国保連）

医療レセ：約225億件
特定健診：約3.5億件

厚生労働省等における政策立案等にかかる

エビデンスとしてのデータ提供

公益性を有する研究を行う研究者等

へのデータ提供（第三者提供）

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき

国・都道府県が作成する医療費適正化計画の

策定や評価等のためのデータ提供

提供ﾃﾞｰﾀの追加・拡充・変更に伴い
格納機能や出力機能の改修が必要

【主な改修内容】
・死亡した者に関する情報との連結（規制改革実施計画・令和4年6月7日閣議決定）
・医療情報の利活用の推進のため、次世代医療基盤法に基づき収集・加工したデータ利活用（フォローアップ・令和4年6月7日閣議決定等）
・医療費適正化のための取組の支援策の見直し（フォローアップ・令和4年6月7日閣議決定）
・令和6年5月開始予定の訪問看護レセプトの電子化に伴う訪問看護レセプトの利活用
・NDB及び介護DBの行政、保険者、研究者、民間事業者等幅広い主体による利活用を推進（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会の実現に向けた重点計画・令和4年6月7日
閣議決定）

保険局医療介護連携政策課
保険データ企画室

（内線3131）

25



施策名：保険医療機関等管理システム 国家資格等情報連携・活用システム
との連携に係る改修等

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

国家資格等・情報連携活用システムと保険医療機関等管理システムの情報連携を行うことにより、保険医等
が行う申請手続きにおける添付書類の省略化等を図ることができるようになる。

・各省庁が所管する各種免許・国家資格等の管理は必ずしもデジタル化が進んでおらず、資格者の各種届出等で人的ミスや手続きの遅れが生じる場合が
ある。また、対面や郵送での手続きが必要となることや、紙ベースの処理が行われていること等、資格者の資格証明、行政機関等の資格確認の負担も少な
くない現状がある。
・このため、優先的な取組が求められる医師、歯科医師を含む約30の社会保障等に係る資格について、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）及びマイナ
ンバー法等を改正する法律案を2021年（令和3年）の通常国会に提出され、住民基本ネットワークシステム及びマイナンバーによる情報連携の活用を目指す
こととされ、合わせて、2021年度（令和3年度）に、各種免許・国家資格等の範囲について調査を実施し、2023年度（令和5年度）までに、共同利用できる資格
管理システムの開発・構築を行い、2024年度（令和6年度）にデジタル化を開始することとされたところである。
・現在デジタル庁において構築している（医師、歯科医師、薬剤師等の情報を保有することとなる）国家資格等情報連携・活用システムと、保険医、保険薬剤
師情報を管理している保険医療機関等管理システムとの間で情報連携を行うための改修等を行う。

・国家資格等情報連携・活用システムで保有することとなるデータ（医師、歯科医師、薬剤師、戸籍情報等）と、保険医及び保険薬剤
師情報を管理している保険医療機関等管理システムとの間で情報連携を行うことにより、保険医等に係る手続きにおける添付書類
の省略化等を図ることが可能となる。

令和４年度第二次補正予算案 2.2億円
※デジタル庁計上分

保険局医療課
（内線3275）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係
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施策名：新型コロナウイルス感染症の影響を受けた健康保険組合に対する財政支援

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

新型コロナウイルス感染症の影響で経常収支が悪化したこと等により、財政運営が極めて困難となった健康
保険組合に対し財政支援を行う。

健康保険組合の保健事業費の一部を補助することで、事業の円滑な実施を図る。

令和４年度第二次補正予算案 10億円

保険局保険課
（内線3245）

１ ２ ３ ４

○

② 対策の柱との関係

１．補助対象
次の全ての基準に該当する健康保険組合
①保険料率が9.5％以上
②財源率が9.0％超
③保有資産が200％未満
④単年度経常赤字
⑤経常収支悪化
⑥1人あたり医療費の伸び率が４％以上

２．補助割合
⑴被保険者１人あたり保健事業費が全健康保険組合の１／４未満の組合
⇒当該健康保険組合における保健事業費の１／２

⑵被保険者１人あたり保健事業費が全健康保険組合の１／４以上２／３
未満の組合
⇒同１／４

令和３年度決算 令和４年度

保健事業費

令和３年度の保健
事業費と同額を上限

とする
(補助対象経費)

補助額

Ａに補助割合を
乗じて算定

Ａ
前年水準を維持

27


